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１.施策の体系 
 

区民等から寄せられた福祉課題に関する意見を踏まえ、江東区地域福祉計画策定会議

での検討を中心に、施策体系を整理しました。本計画では、以下の施策体系に沿って取組を

進めます。 

 
  基本理念  基本方針 

   

一人ひとりの尊厳が守られ、 

地域でともに支えあい、 
誰もが笑顔で安全に暮らせるまち 
 
『一人ひとりの尊厳が守られ』は、多様な価

値観をお互いに認めあい、一人ひとりの権利が

大切にされる地域社会を表します。 

『地域でともに支えあい』は、制度や分野の

垣根を取り払い、「支え手」「受け手」という関係

を超えて、どんな時も寄り添い、助けあう活動

が広がる地域社会を表します。 

『誰もが笑顔で安全に暮らせるまち』は、区

民、地域、団体、企業等のつながりの下で誰も

が安全に安心して自分らしく生き、すべての老

若男女に自然と笑顔があふれる地域社会を表

します。 

 
Ⅰ ３つのつながりをつくる 

江東区長期計画において、区は、生活上の困難を抱え

るあらゆる方を包括的に支援する体制を構築するため、

「地域、行政、地域と行政」のそれぞれのつながりづくりに

努めることとしています。 

地域の助けあいや見守り等、区民同士の日ごろの多様

なつながり（地域のつながり）、所管分野を超えた行政内

部のつながり（行政のつながり）、地域と行政との連携・協

働（地域と行政のつながり）の「3つのつながり」をつくり、

包括的な支援体制の構築に向けた取組を進めます。 

 

 

 

 

 

  

 
Ⅱ 誰もが大切にされる社会をつくる 

少子高齢化・核家族化の進行、感染症の流行、頻発す

る自然災害、外国人住民の増加、人生100年時代の到来

等、私たちの暮らしを取り巻く状況が大きく変化する中

で、多様性を認め、区民の生命と暮らしを守る社会の形成

に向けて、一人ひとりの尊厳を守り、本人の希望に応じた

社会参加ができる環境整備を進めます。 

 

 

 

 

 

  

 
Ⅲ 地域福祉の基盤をつくる 

地域福祉の向上に資する様々な取組を進めるうえで共

通して必要となる基盤として、誰にでもわかりやすい情報

の発信、福祉人材の確保・育成、福祉サービスの質の向

上、共生社会への意識啓発等の取組を進めます。 

 

 

 

 

 

 

1



 

 

 

＜参考＞江東区長期計画の代表指標 

指標名 指標の説明 
現状値 

（元年度） 

実績 

（6 年度） 

目標値 

（6 年度） 

身近に生活の相談

をすることができる

人がいる区民の割

合 

区民アンケートで、「日々の暮らしの中で、悩みや

困り事などを、生活の相談をすることができる相

手が身近にいますか？」の問いに対し、「いる」と

答えた区民の割合 

76.4％ 71％ 85％ 

 
 

  

〈表の見方〉 

基本理念は、地域福祉に関する基本的な考え、江東区で実現すべき地域福祉の将来像を表し、基本

方針は基本理念の実現に向けて計画期間に進める施策の方向性を表しています。また、基本理念・基本

方針に基づき、各取組を推進するための具体的指針として、10の施策と19の取組方針を定めました。 

施策 取組方針 
  

１ 地域のつながりをつくる 

1 - 1 気軽に集える場の創設 

1 - 2 地域ネットワークの構築 

1 - 3 身近な相談支援体制の充実 

２ 行政のつながりをつくる 

2 - 1 行政内部の連携強化 

2 - 2 組織横断的な相談支援体制の構築 

３ 地域と行政のつながりをつくる 3 - 1 区民や地域活動団体等との連携・協働の推進 
   

４ 人に優しいまちをつくる 4 - 1 まちのバリアフリー化の推進 

５ 一人ひとりの尊厳を守る 

5 - 1 意思決定支援の推進 

5 - 2 あらゆる暴力の防止 

5 - 3 自立支援の促進 

６ 災害時の福祉を向上させる 6 - 1 災害時要配慮者対策の推進 

７ 誰もが社会参加できる仕組みをつくる 7 - 1 誰もが活躍できる場づくり 
   

８ 情報の適切な活用を図る 

8 - 1 わかりやすい情報の発信 

8 - 2 関係者間での情報の共有 

8 - 3 福祉分野における ICT 等の活用 

９ 福祉の質を向上させる 

9 - 1 福祉人材の確保・育成 

9 - 2 サービスの質の向上 

9 - 3 積極的な支援の実施 

10 啓発活動を推進する 10-１ 共生社会への意識向上 
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２.計画の推進体制と進行管理 
 

有識者、福祉関係者、公募区民等を委員とする「江東区地域福祉計画推進会議」を設置し、

地域福祉計画を推進します。学識経験者をはじめ、地域に暮らす区民や、高齢・障害・こど

も・生活困窮等の福祉分野の関係団体等と区が対話を通じて評価を行い、評価の結果を可

能な限り次年度以降の取組に反映させることで、PDCAサイクル※1を適切に運用し、基本理

念の実現を目指します。 

 

１  計画の推進体制 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２  計画の進行管理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
※1 PDCA サイクル…【プラン（P）計画】→【ドゥ（D）実行】→【チェック（C）評価】→【アクション（A）改善】を繰り返すこ

とによって、取組の継続改善を図ること。 

  地域福祉計画の策定 

  各課の事業計画 

  事業の執行 

  協働の推進 

 

 

 

  各取組の評価 

  進捗確認 

 

 

  次期予算への反映 

  新規事業の検討 

  事業改善の検討 

江東区地域福祉計画推進会議 

  学識経験者 

  区民 

  福祉の様々な分野の関係者等 

江東区 

（庁内の分野横断的な検討） 

対話・連携 

PDCA サイクルの運用 

Plan 
(計画) 

Do 
(実行) 

Action 
(改善) 

Check 
(評価) 
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３.取組状況の見方 

 

基本方針Ⅰ ３つのつながりをつくる 

 
 
 

包括的な支援体制の構築に向け、「地域のつながり」、「行政のつながり」、「地域と行

政のつながり」の「3つのつながり」をつくります。 

 

施策１ 地域のつながりをつくる 

地域に対する区民意識の変化等により地域コミュニティの希薄化が進む中、区民に最も

身近な地域のつながりの再生に向けて、地域住民同士が気軽に集える場の創設、地域ネット

ワークの構築、区民や団体が様々な課題に主体的に関わる体制の充実を図ります。 

 

課題 

・身近な地域での集いの場やそうした場に関する情報の不足が課題となっています。 

・転出入者の増加や価値観の多様化等によるコミュニティの希薄化、町会・自治会等地

縁団体の高齢化・担い手不足が問題となっています。 

・身近な地域での相談窓口の充実が求められています。 

 

取組方針１－１ 気軽に集える場の創設 

  多世代が交流できる場、地域の高齢者・障害者・こども等の居場所や気軽に集まれる場を

拡充します。 

〈例；青少年の居場所づくり、老人クラブ※1の活動充実、サロン・多機能型地域福祉活動拠

点等の充実、こども食堂への支援充実〉 

  利用者の心身の状態に応じた活動の場、居場所となるよう高齢者福祉施設を運営します。 

〈例；福祉会館・ふれあいセンター・グランチャ東雲※2の運営〉 

  介護者や子育て中の保護者等の支援当事者同士が集える場を拡充します。 

〈例；認知症家族交流会等の充実、子育てひろばの充実、サロン等の充実〉 

 

 
※2 老人クラブ…生きがいと健康づくり、地域の社会活動を通じ、明るい長寿社会づくり、保健福祉の向上に努めるこ

とを目的として、60 歳以上の地域の人たちによって自主的につくられた団体。 

地域見守り活動である友愛訪問、清掃等のボランティア、手芸や旅行等の趣味の活動、ラジオ体操・輪投げ等の健

康づくり、その他、防火・防犯運動への協力等の地域社会活動を行っている。 

※8 グランチャ東雲…江東区東雲にある児童・高齢者総合施設。高齢者の生きがい・健康づくり、介護予防の促進、こ

どもの健やかな成長を担う施設として、高齢者とこども、保護者を含め、世代を超えた交流ができる施設。 

Ⅰ 
基本
方針 ３つのつながりをつくる 

各取組方針の取組例ごとに 

実績・取組状況を評価 

参考 
（計画 P37～） 
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４.取組状況

基本方針Ⅰ　３つのつながりをつくる

施策1　地域のつながりをつくる

取組方針1-1　気軽に集える場の創設

①多世代が交流できる場、地域の高齢者・障害者・こども等の居場所や気軽に集まれる場を拡充します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
青少年の

居場所づく
り

青少年交流
プラザ管理
運営事業

部屋の貸出業務を通じた
青少年団体への支援や、
中・高校生の居場所作
り、若者の自立・社会参
加支援、青少年ボラン
ティアの養成などを実施
します。

施設
利用者数
（人）

91,215 100,889

施設の管理・運営にあたっ
て、指定管理者と連携し、
より利用しやすい施設とな
るよう運営の効率化を図
る。

青少年課

2
老人クラブ
の活動充実

老人クラブ
支援事業

老人クラブ及び老人クラ
ブ連合会の運営費助成や
老人クラブ会員向けの各
種事業を実施します。

運営助成
クラブ数
（ｸﾗﾌﾞ）

113 113

軽スポーツ大会や、芸能大
会など会員向けの各種事業
を積極的に開催し、会員同
士のつながりを持てる場所
となるよう運営した。

長寿
応援課

3
サロンの充

実

ふれあい
いきいき

サロン事業

高齢者や障害者、子育て
中の親子などを囲む地域
住民がつくる交流の場と
してのサロン活動に対
し、活動費を助成しま
す。

サロン数
（ｻﾛﾝ）

122 130

住民主体の地域での居場所
づくりであるサロン活動が
地域の方に浸透するよう努
め、サロン数の増加に取り
組んだ。

社会福祉
協議会

4

多機能型
地域福祉

活動拠点の
充実

地域福祉活
動支援事業
（多機能型
地域福祉

活動拠点）

地域が主体となって、あ
らゆる世代が交流し、地
域の課題解決に取り組む
居場所活動を支援しま
す。

拠点数
（件）

3 3

定期的な活動を継続し、誰
もが気軽に立ち寄れる居場
所として地域への定着を進
めながら、地域の他団体と
の関係も醸成させ、新たな
関係構築も図れるよう取り
組んだ。

社会福祉
協議会

5
こども食堂
への支援充

実

こども食堂
支援事業

こどもや保護者を対象に
無償又は低額で食事の提
供を実施するこども食堂
（団体・個人）に対し、
運営費の一部を補助しま
す。

区補助金
申請
食堂数
（件）

15 19

こども食堂を継続的に行え
るよう運営費の補助に加
え、新たなこども食堂の立
ち上げや支援の拡充に必要
となる設備整備等に要する
経費の補助を行っている。

こども家
庭支援課

5



②利用者の心身の状態に応じた活動の場、居場所となるよう高齢者福祉施設を運営します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
福祉会館の

運営

福祉会館
管理運営事

業

福祉会館において、高齢
者や障害者の憩いの場・
情報及び生きがいづく
り・仲間づくり・健康づ
くり・地域交流を目的と
して事業を行います。

延
利用者数
（人）

108,042 118,730

ゲームやレクリエーショ
ン、健康維持や介護予防の
ための軽体操、居場所や憩
いの場の提供を通じ、高齢
者が会話や人付き合いなど
自宅以外で人同士のつなが
りを持てる場所となるよう
運営した。

長寿
応援課

2
ふれあい

センターの
運営

老人福祉
センター管
理運営事業
（ふれあい
センター）

地域の高齢者に対して、
各種相談、健康の維持増
進、教養の向上及びレク
リエーションのための便
宜を総合的に供与し、健
康で明るい生活を営める
機会を提供します。

延
利用者数
（人）

140,968 173,522

介護予防体操、健康に関す
る講座、カラオケ、囲碁、
将棋、小物づくり、脳ト
レ、健康・生活に関する相
談、サークル活動など。

長寿
応援課

3
グランチャ
東雲の運営

児童・高齢
者総合施設
管理運営事

業
(グランチャ

東雲 )

高齢者に生きがいや健康
づくりの場を提供するこ
とで、活動の場が広が
り、地域における身近な
介護予防ができる場所と
して機能するとともに、
世代を超えた交流の機会
を提供します。

延
利用者数
（人）

127,420 143,981

介護予防体操、健康に関す
る講座、カラオケ、囲碁、
将棋、小物づくり、脳ト
レ、健康・生活に関する相
談、サークル活動、地域の
保育園・きっずクラブ・児
童館との交流事業など。

長寿
応援課

③介護者や子育て中の保護者等の支援当事者同士が集える場を拡充します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
認知症家族
交流会等の

充実

認知症高齢
者

支援事業
（認知症家

族
交流会）

認知症の方を介護する家
族等の不安や介護負担を
軽減するため、家族同士
の交流会を実施します。

実施回数
（回）

60 78

家族の抱える不安やストレ
スを軽減するために、認知
症の方の介護について悩み
や不安を話せる交流会を長
寿サポートセンターに所属
する認知症地域支援推進員
が中心となり、区内4か所
で実施。

地域ケア
推進課

2
子育てひろ
ばの充実

地域子育て
支援拠点事

業
（子育てひ
ろば）

子育て中の保護者・就学
前児童を対象に、子ども
家庭支援センター、児童
館、私立保育所で、親と
子が一緒にのびのび過ご
せる場を提供します。

利用者数
（人）

465,862 480,838

子育て中の保護者・就学前
児童を対象に、親と子が一
緒にのびのび過ごせる場を
提供している。

★養育支
援課

こども家
庭支援課
保育政策

課

3
医療的ケア
児家族交流
会の開催

医療的ケア
児等支援事

業

保護者間の話し合いの
場、ネットワーク創出の
きっかけを提供します。

開催回数
（回）

1

医療的ケア児を育てる家族
の孤立防止や育児不安軽減
および、本人やきょうだい
児の体験機会を創出するた
め、交流会を開催。

障害者支
援課

4
サロン等の

充実

1-1①№3再
掲

ふれあい
いきいき

サロン事業

高齢者や障害者、子育て
中の親子などを囲む地域
住民がつくる交流の場と
してのサロン活動に対
し、活動費を助成しま
す。

サロン数
（ｻﾛﾝ）

122 130 1-1①№3へ記載
社会福祉
協議会

新
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取組方針1-2　地域ネットワークの構築

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

町会・自治会の運営と活
動を支援します。

町会・
自治会
加入率
（％）

54.6% 54.1%

加入促進リーフレット・ポ
スター、加入問い合わせ・
申し込みフォームを活用
し、転入者や未加入者への
加入促進策を講じるととも
に、各種補助金により町
会・自治会の活動を支援し
ている。

地域
振興課

町会・自治会が主催す
る、地域コミュニティの
活性化及び地域住民の交
流を図るイベントの実施
経費を一部補助します。

補助件数
（件）

103 106

町会・自治会が主催する、
夏まつりや盆踊り、餅つき
等地域コミュニティの活性
化及び地域住民の交流を図
るイベントの実施経費を一
部補助し、地域活動を支援
している。

地域
振興課

2

青少年対策
地区委員会
活動への支

援

青少年対策
地区委員会
活動事業

青少年の健全育成及び青
少年の指導・矯正等のた
め、区内9ヶ所に青少年
対策地区委員会を設置
し、その活動を支援しま
す。

実施
事業数
（件）

129 123

健全育成活動と社会環境浄
化等のために行う事業に対
し補助金を交付。区内に9
つある青少年対策地区委員
会の情報交換や共通課題へ
の対応などを協議検討する
ことを目的として、委員の
学習会を年に一度開催。

青少年課

3
商店街への

支援

商店街活性
化総合支援

事業

商店街を単なる買物の場
から、消費者のふれあい
の場や憩いの場など、コ
ミュニティの核として機
能させるため、商店会が
自発的に取組む事業に対
し、経費を補助します。

補助件数
（件）

6 3

令和5年度は、装飾灯や
アーケード看板等の改修の
ほか、商店街のイメージ
アップや認知度向上を図る
ため実施した、ペナントや
横断幕等の制作に対し補助
を実施。
令和6年度は、防災上の観
点から、老朽化した装飾
灯・アーチの撤去に対し補
助を実施。

経済課

4
コミュニ
ティ活動

情報の発信

コミュニ
ティ活動情

報
発信事業
（ことこ
みゅネッ
ト）

市民活動団体等による自
らの情報発信と区民の地
域活動への参加機会を支
援する江東区コミュニ
ティ活動支援サイト「こ
とこみゅネット」を運営
します。

登録
団体数

（団体）
204 214

登録団体の利用頻度を高め
ていくため、令和5年度よ
りサイト管理を中間支援組
織で行っている。

地域
振興課

①これまで地域のつながりに大きな役割を担ってきた町会・自治会、青少年対策地区委員会、商店街等の各団体への支援に
より活動の活性化を図るとともに、団体間のネットワークづくりを推進します。

1
町会・自治
会活動への

支援

町会自治会
活動事業
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②趣味・スポーツ等のサークル活動等のつながりづくりを推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
生涯学習団
体の登録・
情報提供

生涯学習情
報提供事業

区民の文化、学習、ス
ポーツなどの学習活動の
支援や、学習の成果を活
かすことを目的に区内を
中心に活動している団体
の情報を提供し、区民の
学習活動の促進を図って
います。

登録件数
（件）

591 578

文化、学習、スポーツ活動
に参加を希望する区民に対
し、団体の情報を区ホーム
ページより提供している。

文化
観光課

2
自主グルー
プ支援

社会教育関
係団体登録

事業

区内で自主的に社会教育
活動を実施している団体
に登録制度を通して育成
と活動を支援していま
す。

登録件数
（団体）

926 997

登録した団体に対して、区
の一部施設の使用料を減免
をするとともに、希望する
団体に対し、区ホームペー
ジに団体情報を掲載をする
ことで、会員の募集等の一
助としている。

文化
観光課

③社会福祉法人による地域のつながりづくりの支援を推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1

社会福祉法
人による地
域における
公益的な取
組の推進

江東区内
社会福祉法
人ネット
ワーク

地域公益活
動

江東区内の社会福祉法人
と連携し、江東区内社会
福祉法人ネットワーク等
により、地域における公
益的な取り組みを推進し
ます。

取組状況
に記載

ネットワーク連絡会の開催
により、法人間での情報共
有を行った。そのほか、社
協イベントにて福祉マル
シェへの出展、イベント景
品の提供を依頼し、協働を
通じた法人間連携に取り組
んだ。

社会福祉
協議会

取組方針1-3　身近な相談支援体制の充実

①高齢者、障害者、こども、保健等の地域に身近な相談窓口等の充実を図ります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
長寿サポー
トセンター
の体制充実

地域包括支
援センター
運営事業

介護予防を含めた高齢者
の生活全体を地域におい
て包括的・継続的に支え
るための中核的機関とし
て長寿サポートセンター
を運営します。

延
総合相談
件数
（件）

74,580 74,491

長寿サポートセンターと区
関係部署や、関係機関・多
職種との連携を深め、様々
な相談に対応している。

地域ケア
推進課

2

子ども家庭
支援セン
ター

の体制充実

子ども家庭
支援セン

ター管理運
営事業

子育てひろばや子育て相
談、育児に関する情報や
学習機会の提供など、子
育て支援の拠点施設とし
て子ども家庭支援セン
ターを運営します。

子育て
相談者数
（人）

8,109 7,475

子育て相談事業として毎週
月曜日～土曜日に電話及び
面接による相談を受けてい
る。また、子ども家庭支援
センター（8か所）の子育
てひろば事業及び出張子育
てひろば事業において子育
て相談を実施している。

養育
支援課
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№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

母子保健事
業他

身近な場所で、区民の方
が母子・精神・難病・栄
養・歯科衛生に関する保
健相談や健康診査等が受
けられるよう、保健相談
所を運営します。

健康相談
等延人数
（人）

103,591 96,792
保健相談所内での相談・集
団健診やご家庭への訪問を
実施した。

出産・子育
て応援交付
金事業

令和4年4月1日以降に出
産した産婦等に対して、
ゆりかご面接、新生児・
産婦訪問指導後にそれぞ
れ5万円相当、総額10万
円相当の「出産・子育て
応援ギフト」を支給しま
す。

ギフト発
送数
（件）

7,394 7,382

ゆりかご面接、新生児訪問
指導時に、妊娠中、子育て
に関する相談を受けるとと
もに、「出産・子育て応援
応援ギフト」の申請方法を
説明している。

妊娠出産支
援事業

ゆりかご面接について、
若い世代が多く暮らし、
妊娠届の提出件数が多い
豊洲特別出張所でも実施
します。

面接件数
（件）

4,208 4,108

区内４か所の保健相談所及
び豊洲特別出張所におい
て、保健師等の専門職が面
接を行い、育児不安の軽減
を図った。

4
民生児童委
員等の体制

充実

民生・児童
委員活動事

業

社会福祉関係において問
題をかかえている人の相
談・支援・助言や関係行
政機関との連携にあたる
民生児童委員の活動を支
援します。

相談・
支援件数
（件）

3,452 3,637

民生・児童委員協議会にお
いて、正・副会長会、地区
協議会、合同協議会等を開
催することで、委員間の活
動等に関する情報共有、関
係行政機関との連携の強化
に努めた。

福祉課

5
基幹的な相
談体制の整

備

基幹相談支
援センター
の整備

基幹相談支援センターを
通じ、相談支援の質の向
上や、地域の事業者・関
係機関との連携をさらに
深め、ケアマネジメント
体制の強化を図ります。

取組状況
に記載

令和6年度に事業所・有識
者を交えたWGを立ち上げ、
計3回実施。令和8年1月の
開設に向けて、令和7年4月
に開設準備係が新設できる
よう予算措置を実施。

障害者
施策課

3
保健相談所
の体制充実

保健
相談所

保健予防
課
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②区立施設等を活用し、地域団体等の相談や活動の拠点化を図ります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1

福祉会館等
を活用した
活動拠点の

確保

福祉会館管
理運営事業

来館者の居場所を提供す
るだけでなく、地域住民
の活動の拠点とすること
で、地域共生社会へつな
げる、次の役割を担うも
のとします。

施設
貸出件数
（件）

315 305
コロナウイルス感染症対策
に留意しつつ、施設貸出を
行った。

長寿
応援課

2
社協カフェ
等の充実

地域福祉活
動拠点整備

事業
（社協カ
フェ）

社協の活動拠点として社
協カフェを開催し、地域
情報の収集、地域課題の
発見、福祉相談等に取り
組み、地域ボランティア
と協力し、住民同士がつ
ながる場としても充実を
図ります。

開催回数
（回）

39 78

様々な他機関や地域のボラ
ンティアと連携し、従来の
「社協カフェ」に加え「出
張社協カフェ」を各地で多
数開催し、地域における住
民同士のつながりづくりを
拡げることができた。

社会福祉
協議会

③社会福祉協議会の地域拠点の機能を整備し、地域に身近な相談体制を整備します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
社会福祉協
議会支所の

整備

高齢者総合
福祉セン

ター管理運
営事業（社
協支所の整

備）

地域に身近な相談体制を
構築するため、社会福祉
協議会の地域拠点となる
支所の整備を検討しま
す。

取組状況
に記載

城東地域に２か所の新たな
支所を開設し、身近な相談
窓口となるようにアウト
リーチを行いながら、住民
や関係機関への周知を図っ
た。

社会福祉
協議会

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1

地域福祉
コーディ

ネーターの
拡充

地域福祉
コーディ

ネーターの
配置・運営

地域に潜在している福祉
課題を発見し、必要な支
援につなげるとともに、
地域住民や関係機関との
連携を図り、課題解決に
向けた地域の仕組みづく
りに取り組みます。

相談・
活動実績
（件）

543・
7,862

488・
9,343

地域福祉コーディネーター
を増員し、城東地域に２か
所の活動拠点となる支所を
開設したことによって、よ
り地域に根ざした活動を展
開することができた。

社会福祉
協議会

④社会福祉協議会の地域福祉コーディネーターを中心に、家族や友人、地域住民、ボランティア等が行う民間の支援活動を
推進します。
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⑤高齢者や障害者、子育て家庭等に対する地域の見守り活動の充実を推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
高齢者の地
域見守り支

援

高齢者地域
見守り支援

事業

ひとり暮らし高齢者等の
社会的孤立や孤独死を防
ぐため、地域主体による
高齢者の見守り体制の構
築を支援します。

サポート
新規申込
地域数

（地域）

1 1

新規サポート地域では、見
守りチェックリスト作り等
を通じて地域課題を抽出
し、今後の見守り活動の方
策を検討した。

長寿
応援課

声かけ
訪問事業

一声かけながら乳酸菌飲
料を配達し、安否確認や
孤独感の緩和を図りま
す。

利用者数
（人）

323 300

一定期間連絡が取れない利
用者に対し、シルバー人材
センター、区、緊急連絡
先、長寿サポートセンター
等と連携し、早急に安否情
報の取得に努めていく。

長寿
応援課

電話訪問事
業

電話訪問員が週に1回電
話で訪問し、安否確認や
孤独感の緩和を図りま
す。

利用者数
（人）

131 127

一定期間連絡が取れない利
用者に対し、社会福祉協議
会、区、緊急連絡先、長寿
サポートセンター等と連携
し、早急に安否情報の取得
に努めていく。

長寿
応援課

高齢者救急
通報システ
ム設置事業

直接通報
型：121
民間代理
型：596

直接通報
型：79
民間代理
型：674

直接通報型：令和3年度で
新規受付を終了し点検等の
保守業務を実施。引き続
き、民間代理型への移行を
実施。
民間代理型：令和4年度よ
り固定電話が不要の無線型
機器を導入。

長寿
応援課

身体障害者
救急通報シ
ステム設置

事業

直接通報
型：7

民間代理
型：7

直接通報
型：3

民間代理
型：11

直接通報型：令和3年度で
新規受付を終了し点検等の
保守業務を実施。引き続
き、民間代理型への移行を
実施。
民間代理型：令和4年度よ
り固定電話が不要の無線型
機器を導入。

障害者
支援課

4
チームオレ
ンジの活動
費用を補助

認知症高齢
者支援事業

認知症サポーターと地域
の認知症の方やその家族
がともに取り組むチーム
オレンジの活動にかかる
費用を補助します。

交付件数
（か所） 2 2

現在活動中のチームオレン
ジは２か所。認知症サポー
ターをチームオレンジの活
動につなげるためのステッ
プアップ講座の受講生が参
加している。

地域ケア
推進課

急病等の緊急時に対応す
るため、警備会社に通報
できる機器を自宅に設置
します。

2
声かけ・
電話訪問

3
救急通報

システムの
設置

年度末
設置数
（件）

11



⑥民間企業との連携により、支援を必要とする方を早期に発見し対応できる仕組みを充実します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
ライフライ
ン事業者と
の協定締結

ライフライ
ン事業者と
の協定締結

事業者が日々の業務で気
付く高齢者や生活困窮者
等の支援が必要と思われ
る区民の情報を区が提供
を受けることで適切な支
援等に結びつけます。

締結数
（件）

2 2

事業所内に生活困窮者支援
チラシの配架スペースを確
保することや納付相談時の
配付協力について依頼。

★長寿応
援課
保護第

一・二課

2
その他連携
策の検討

その他
民間企業と
の協定締結

高齢者等が住み慣れた地
域で安心して暮らし続け
られる地域社会の実現を
目指し、民間企業等が見
守り等を行うことにより
地域住民の福祉向上を図
ります。

締結数
（件）

8 8
民間企業・団体と連携し適
切な支援につなげている。

長寿
応援課
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基本方針Ⅰ　３つのつながりをつくる

施策2　行政のつながりをつくる

取組方針2-1　行政内部の連携強化

①地域福祉を推進するため、行政内部の分野横断的な連携を一層推進し、支援関係者同士の関係構築を推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
分野をまた
ぐ連携の推
進策の検討

行政内部の
分野横断的

な連携

複合・複雑化した福祉的
課題に対して、庁内の関
係する部署が連携し、課
題の解決を図るため、庁
内福祉連絡会議を設置し
て支援関係者同士の関係
を構築します。

取組状況
に記載

複数の部署による対応が必
要な事案が生じた場合に、
実務者レベルでの連携を行
い課題の解決を図る「庁内
福祉連絡会」を設置して
ケース検討を実施。

福祉課

取組方針2-2　組織横断的な相談支援体制の構築

①制度の狭間にある問題を抱える方や複合的な課題を抱える方に対し、包括的な相談支援を実施する体制を構築します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
包括的な

支援体制の
検討

包括的な
支援体制

福祉制度の狭間にある問
題を抱える方や、複合的
な課題を抱える方など、
困りごとを抱える方が必
要な支援を一体的に受け
られるよう包括的な支援
体制の構築を検討しま
す。

取組状況
に記載

地域福祉コーディネーター
からの相談案件について、
他課との連絡調整を図っ
た。

福祉課

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1

長寿サポー
トセン

ター・子ど
も家庭支援
センター・
保健相談

所・学校・
民生児童委
員、社会福
祉協議会等
と区の各窓
口との連携

強化

区と地域の
相談窓口の
連携強化

地域にある相談窓口と緊
密に連携することで、区
全体として包括的な相談
支援体制を構築します。

取組状況
に記載

長寿サポートセンターや地
域福祉コーディネーター
等、地域に根差した支援者
からの情報提供を受けて、
関係各課が連携した適切な
支援ができる体制づくりに
努めていく。

地域ケア
推進課

養育支援
課

各保健相
談所

教育支援
課

★福祉課
社会福祉
協議会

2
国・都等の
機関との
連携強化

区と国・都
等との連携

強化

国や都等と緊密に連携す
ることで、区全体として
包括的な相談支援体制を
構築します。

取組状況
に記載

R4年度に児童虐待対応の連
携強化に関する協定書等を
警視庁及び区内警察署と締
結。関係各課において既存
の会議体等を活用して、相
談・連携を図っている。

関係各課

②長寿サポートセンターや子ども家庭支援センター、保健相談所等の地域に身近にある相談窓口や国・都、社会福祉協議会
等の関係機関と区役所の相談窓口が緊密に連携することで、区全体として包括的な相談支援体制を構築します。
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基本方針Ⅰ　３つのつながりをつくる

施策3　地域と行政のつながりをつくる

取組方針3-1　区民や地域活動団体等との連携・協働の推進

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
地域福祉活
動の立上げ

支援

地域福祉活
動支援事業

地域住民が主体的に行う
地域福祉活動の立上げ支
援や運営の支援を行いま
す。

取組状況
に記載

住民主体の地域福祉活動に
関する相談が寄せられ、他
地域の取り組みの工夫や事
例を紹介するなど、伴走支
援を行った。

社会福祉
協議会

2
地域活動団
体のネット
ワーク化

地域福祉活
動支援事業

地域福祉活動の普及や活
動団体のネットワーク化
など、地域の助け合い体
制の強化に取り組みま
す。

取組状況
に記載

住民主体の助け合い・支え
合い活動に取り組む団体・
有志のネットワーク団体に
対して活動支援を行い、地
域課題の発見・解決に向
け、共に検討を図った。

社会福祉
協議会

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
協働のあり
方の検討

コミュニ
ティ活動支

援事業
（江東区区
民協働推進

会議）

江東区協働事業提案制度
の審査、評価に関するこ
とや、協働を推進するた
めの施策に関することな
どを検討します。

取組状況
に記載

令和6年度は江東区区民協
働推進会議を2回開催。協
働事業提案制度採択事業の
事業中間報告や中間支援組
織の評価等を行った。

地域
振興課

③協働のあり方の検討に基づき中間支援組織を設置します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
中間支援組
織の設置

コミュニ
ティ活動支

援事業

江東区ボランティア・地
域貢献活動センターを社
会福祉協議会内に設置し
ます。

取組状況
に記載

令和5年4月から江東区ボラ
ンティア・地域貢献活動セ
ンターを開設し、情報発信
や団体同士の交流機会の創
出、セミナーによる協働意
識の啓発等、地域貢献活動
の支援を行っている。
令和6年度からは団体が主
体的に行う地域貢献につな
がる新たな取組事業の支援
としてステップアップ事業
補助金を開始した。

地域
振興課

①区民等が地域で活動しやすくなるように、地域の助けあい活動に関する情報（ノウハウ）提供や場の確保等の支援を推進
します。

②区民やNPO、地域活動団体等との協働がより活性化するように、庁内や関係者も交えて協働のあり方について検討を進めま
す。
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№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
地域福祉計
画推進会議

の設置

地域福祉計
画進行管理

事業
（地域福祉
計画推進会

議）

学識経験者をはじめ、地
域に暮らす区民や、高
齢・障害・こども・生活
困窮等の福祉分野の関係
団体等と区が対話を通じ
て評価を行い、地域福祉
計画の基本理念の実現を
目指します。

開催回数
（回）

2 4

地域福祉計画の進捗管理・
評価をするための評価手法
を検討した。令和5年度よ
り実績に基づいた評価を
行っている。
令和6年度は、第2期地域福
祉計画策定に向けた基礎調
査等を実施した。

福祉課

2
地域ケア会
議の充実

地域ケア会
議推進事業

区民、医療・福祉・介護
の専門職等をメンバーと
する地域ケア会議を開催
し、地域課題の検討及び
より一層の多職種ネット
ワーク構築を目指しま
す。

開催回数
（回）

29 32

会議の体系を整理した。3
層（個別課題検討型・地域
課題検討型・政策提言型）
の地域ケア会議及び地域包
括ケア全体会議を効率的・
効果的に運営していく。

地域ケア
推進課

④地域福祉計画の推進にあたり、地域住民と区の密接なコミュニケーションを大切にするため、区と区民等が意見交換でき
る場や機会を設けます。
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基本方針Ⅱ　誰もが大切にされる社会をつくる

施策4　人に優しいまちをつくる

取組方針4-1　まちのバリアフリー化の推進

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
各施設の

整備・改修

各施設の
整備・改修

状況

公共施設等の改修・改築
の機会を捉え、ユニバー
サルデザイン化を推進し
ます。

取組状況
に記載

公共施設等のユニバーサル
デザイン化については、改
修・改築のタイミングで設
計に反映し、順次進めてい
る。

★企画課
営繕課

学校施設
課

2
ユニバーサ
ルデザイン
整備促進

民間建築物
のバリアフ
リー化の支

援

区民の誰もが安全で快適
かつ容易に施設を利用で
きるよう、既存の店舗等
をバリアフリー改修する
際に工事費の一部を助成
します。

助成件数
（件）

3 5

令和6年度は医療等施設で
トイレの改修工事・手すり
の設置工事、飲食店等でト
イレの改修工事・手すりの
設置工事、サービス店舗等
で手すりの設置工事に対し
て助成を実施した。

都市
計画課

3
公園の

整備・改修

公園改修事
業

児童遊園改
修事業

区立公園等を改修する際
に、東京都福祉のまちづ
くり条例に基づいたバリ
アフリー化を推進しま
す。

改修
箇所数

（箇所）
7 15

区立公園等を改修する際に
バリアフリー化を推進して
います。

河川
公園課

4
だれでも

トイレの整
備

だれでも
トイレ整備

事業

老朽化が進んだ公衆便所
を障害者、高齢者、妊
婦、乳幼児を連れている
保護者等が利用しやすい
「だれでもトイレ」とし
て整備します。

整備
箇所数

（箇所）
6 9

区立公園等の改修に合わせ
て、老朽化が進んだ公衆便
所を「だれでもトイレ」と
して整備しています。

河川
公園課

②外国語表記の看板の設置等により、外国人住民にとって生活しやすいまちづくりを推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
公共サイン
の多言語化

公共サイン
維持管理事

業

江東区をわかりやすく、
親しみやすい町とするた
めの公共サインの維持管
理を行います。

設置箇所
（件）

50 50

平成29年度に策定した「江
東区公共サインガイドライ
ン・整備計画」に基づき、
平成30、31年度に再整備
し、原則2ヵ国語(日･英)で
表記している。また、鉄道
駅や外国人も多く利用する
公共施設、観光文化施設に
ついては4ヶ国語（日･英･
中･韓)で表記している。

地域
振興課

①区役所やその他公共施設等の既存建物・設備のバリアフリー化を促進します。また、高齢者や障害者、こども、妊産婦等
にとっても使いやすい施設の整備を推進します。
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③道路や駅等の各インフラ設備について、民間事業者等との連携も図りつつ、バリアフリー化を促進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
道路の

整備・改修
道路改修事

業

道路改修時に、歩道をセ
ミフラット型にすること
で、バリアフリー化を進
めます。

整備延長
（ｍ）

509 233

道路改修にあわせた歩道の
セミフラット化により、段
差が解消され、高齢者等を
含む誰もが利用しやすい歩
道空間を創出している。

道路課

2
ユニバーサ
ルデザイン
整備促進

4-1①№2再
掲

民間建築物
のバリアフ
リー化の支

援

区民の誰もが安全で快適
かつ容易に施設を利用で
きるよう、既存の店舗等
をバリアフリー改修する
際に工事費の一部を助成
します。

助成件数
（件）

3 5 4-1①№2へ記載
都市

計画課

3
鉄道駅バリ
アフリー化
への助成

鉄道駅総合
バリアフ

リー推進事
業

高齢者・障害者等の移動
等の円滑化を促進し、人
にやさしいまちづくりの
推進を図るため、鉄道事
業者が区内鉄道駅におい
て実施するバリアフリー
推進事業に係る経費の一
部を助成します。

助成件数
（件）

1 0

令和5年度はゆりかもめ東
京ビッグサイト駅バリアフ
リートイレ整備に対し助成
を実施した。

地域交通
課

④移動に困難を抱える高齢者や障害者等の、日常生活における移動を支援します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

延
利用人数
（人）

5,574 5,764

長寿サポートセンターでの
案内配布やケアマネー
ジャーを通して対象者へ周
知を行った。

介護
保険課

延
利用人数
（人）

2,525 2,191

毎日8時～20時までリフト
付福祉タクシーを運行し、
重度障害者等の移動支援の
促進を図っている。

障害者
支援課

2
コミュニ

ティバスの
運行

江東区コ
ミュニティ

バス
運行事業

区内南部地域における交
通不便地域の解消を図
り、高齢者等のいわゆる
交通弱者の交通手段を確
保するため、コミュニ
ティバス「しおかぜ」を
運行します。

乗客数
（人）

83,863 86,611
コミュニティバス「しおか
ぜ」を運行。

地域交通
課

1
福祉タク

シーの運行

リフト付福
祉タクシー
運行事業

一般の交通手段を利用す
ることが困難な65歳以上
の高齢者、重度障害者等
に、車いすやストレッ

チャーに乗りながら乗降
できるリフト付タクシー
を普通車タクシー並みの
料金で利用できるよう助

成を行います。
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基本方針Ⅱ　誰もが大切にされる社会をつくる

施策5　一人ひとりの尊厳を守る

取組方針5-1　意思決定支援の推進

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
地域連携

ネットワー
クの検討

権利擁護
推進事業

（成年後見
制度利用促
進協議会）

成年後見制度の利用促進
を含む権利擁護支援の充
実を図るため、地域住民
と区内の関係機関、医
療、福祉、司法等の分野
を超えた多職種が有機的
に連携する地域連携ネッ
トワークの整備を検討し
ます。

取組状況
に記載

令和6年度は7月、1月に協
議会を開催し、中核機関の
運営及び江東区成年後見制
度利用促進基本計画の改定
について検討を行った。

地域ケア
推進課

2
あんしん江
東の体制充

実

権利擁護
推進事業

（権利擁護
センター

「あんしん
江東」）

権利擁護センター「あん
しん江東」の体制を強化
し、成年後見制度や日常
生活自立支援事業の利用
促進を図ることで、地域
の総合的な権利擁護支援
体制の充実に努めます。

相談件数
（件）

11,369 11,377
福祉サービスの利用手続き
や財産管理、成年後見制度
等の相談支援を行った。

地域ケア
推進課

②成年後見制度等の周知を図り、区民の権利擁護への理解及び参加を促進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1

成年後見制
度利用促進
計画に基づ
く周知啓発

権利擁護
推進事業

（成年後見
制度講演
会・講習

会）

成年後見制度の周知・啓
発を行い、正確な知識の
普及を図ることにより、
区民の権利擁護への理解
を促進します。

参加者数
（人）

151 157

令和6年度は「終活」と
「任意後見制度」を題材と
し、講習会を4回開催し
た。

地域ケア
推進課

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
ACPの普及

啓発

アドバン
ス・ケア・
プランニン
グ（ACP）の
周知、理解
の促進に向
けた取組

最期まで自分らしく暮ら
すために、希望する医療
や介護をどのように受け
たいか、家族や医療・介
護の担当者とあらかじめ
話し合い、共有するACP
を普及啓発します。

取組状況
に記載

在宅療養ガイドブックに
ACPについて掲載し配布及
び区ホームページに掲載し
ている。

健康
推進課

①成年後見制度の利用の促進に関する法律に基づき、成年後見制度の一層の活用に向け権利擁護体制の拡充を図るととも
に、成年後見人や利用者等を地域で支えるための仕組みをつくります。

③人生の最終段階の医療・ケアについて、本人が前もって家族等や医療・ケアチームと事前に繰り返し話しあう「アドバン
ス・ケア・プランニング（ACP）」等の成年後見以外の自己決定支援について、普及啓発を行います。
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取組方針5-2　あらゆる暴力の防止

①虐待・DV防止のため、庁内及び関係機関の連携を強化するとともに、支援策の充実を図ります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

DVの防止や
自立に向け

た支援

DV被害者の相談から自立
まで㇐貫した支援ができ

るように配偶者暴力相談
支援センターを中心に被
害者支援をさらに推進し
ます。

取組状況
に記載

関係各所と定期的に連絡会
議を開催し、情報共有を図
るとともに、連絡調整を
行った。

生活応援
課

取組状況
に記載

家庭の環境や虐待者が持っ
ている症状等により、各関
係機関への連絡、ケース会
議を行う等、関係者との情
報共有を行っている。

地域ケア
推進課

取組状況
に記載

障害者虐待防止センターを
設置し、障害者への虐待に
関する通報・届出を受け付
け、対応している。終結件
数は26件。

障害者
支援課

取組状況
に記載

要保護児童対策地域協議会
において、代表者会（1
回）・実務者会議（21
回）・個別ケース検討会議
（159回）を実施。

養育
支援課

2
母子等緊急
一時保護

母子等緊急
一時保護事

業

緊急に保護を必要とする
母子又は女性に対して指
定施設を提供し、必要な
相談、援助等の応急的援
護を行います。

利用件数
（件）

5 14

本人や警察等からの相談で
保護を必要とする母子等に
対し、生活に必要な什器等
が揃っている施設を提供し
ている。

生活応援
課

1

虐待・DVの
防止や家庭
等への支援

の取組

虐待の防止
や家庭等へ

の
支援の取組

高齢者・障害者・こども
に対する虐待防止や虐待
をしてしまう人を支援す
るため、関係機関との連
携を強化し、支援の充実
を図ります。
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②虐待・DV等の通告（通報）先・相談先の周知を推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

DV被害者が問題を抱え込
まないように、相談窓口
を充実するとともに周知
を推進します。

相談件数
（件）

・女性の
なやみと
DVホット
ライン
（電

話）：
3,839件
・男性DV
電話相
談：5件

・女性の
なやみと
DVホット
ライン
（電

話）：
4,550件
・男性DV
電話相
談：6件
・LGBT等
電話相

談：13件
・LGBT等
面接相
談：8件

「女性のなやみとＤＶホッ
トライン」、「男性ＤＶ電
話相談」、「ＬＧＢＴ等電
話相談」を実施。6年度
は、ＤＶ防止の啓発とし
て、ふれあい橋のパープル
ライトアップを実施した
他、区報１面への掲載や図
書館における特設展示コー
ナーの設置など、啓発事業
の拡充を図った。また、相
談窓口周知用ポスターの広
報板掲示や名刺大のDV啓発
カードを作成、区関連施設
のトイレに設置するなど、
相談窓口の周知に取り組ん
でいる。

★生活応
援課

人権推進
課

相談件数
（件）

184 172

高齢者虐待の防止や相談先
についてのパンフレットを
作成し、区や関係機関の窓
口等で配架している。ま
た、区ＨＰや区報掲載によ
り虐待に関する相談先を周
知している。

地域ケア
推進課

相談件数
（件）

40 42

障害者虐待防止センターを
設置し、障害者への虐待に
関する通報・届出を受け付
け、対応している。

障害者
支援課

相談件数
（件）

通告相談
件数
1,633

通告相談
件数
1.770

関係機関向けに「こどもの
虐待防止のための気づき・
連携・対応マニュアル」を
配布。児童向け啓発ファイ
ルを配布。

養育
支援課

③先行事例等を参考にしながら児童相談所の整備に向けた具体的な検討を進めます。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
児童相談所

の整備

江東区
児童相談所
移管推進会

議

区立児童相談所の開設に
向けて、江東区児童相談
所移管推進会議を設置
し、移管に向けた課題や
具体的な方針等を検討し
ます。

取組状況
に記載

区立児童相談所設置方針を
変更し、区と都の連携によ
る新たな児童相談体制の構
築を見据え、協議を行って
いる。

養育
支援課

1
通告（通

報）先や相
談先の周知

通告（通
報）先や相
談先の周知

虐待に対する迅速な連携
や対応を行うため、通告
（通報）先や相談先の周
知を推進します。
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取組方針5-3　自立支援の促進

①生活に困窮する区民等に対する自立に向けた支援の充実を図ります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
自立相談支
援の実施

生活困窮者
自立相談等
支援事業

生活保護には至らないが
生活に困窮している方か
らの相談を受け、支援計
画（プラン）を策定し、
自立に向けた支援を行い
ます。

新規
相談件数
（人）

668 696

継続する物価上昇等の理由
から増加傾向にある相談に
対して、個々の課題に応じ
たプランを策定により、丁
寧な支援を行っている。

保護
第一・二

課

2
学習支援の

実施

まなび
サポート事

業
（学習支

援）

生活保護受給世帯及び生
活困窮世帯の児童・生徒
に対し、貧困の連鎖を防
止し、将来自立した社会
生活を営むことができる
よう、学習を支援しま
す。

延参加者
数

（人）

通塾型：
4,370人
訪問型：
1,598人

通塾型：
4,967人
訪問型：
1,052人

無料の学習支援「まなび
塾」を開催。令和4年度よ
り会場型は砂町教室を追加
し4会場で開催、訪問型は
対象者を小学4年生からに
拡大している。

保護
第一・二

課

3
食料支援の

実施

食料支援
（フードド
ライブ）

食品ロス削減のため家庭
で消費しきれない食品を
回収し有効利用していま
す。回収した食品の一部
を区内子ども食堂へ提供
します。

取組状況
に記載

両課連携して2ケ月に一度
区内こども食堂団体への配
布会を実施。毎回折り畳み
コンテナ9箱～12箱程度を
提供している。

★こども
家庭支援

課
清掃リサ
イクル課

②住宅確保要配慮者への支援の充実を図ります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
居住支援

協議会の運
営

お部屋探し
サポート事

業
（居住支援
協議会の運

営）

住宅確保要配慮者が、民
間賃貸住宅へ円滑に入居
できるよう、供給促進等
について協議し、福祉の
向上と豊かで住みやすい
地域づくりを目指しま
す。

開催回数
（回）

1 1

賃貸住宅オーナー・不動産
店向け居住支援セミナーを
開催。
都主催の東京都居住支援協
議会総会等への参加。
2月10日に居住支援協議会
を開催。

住宅課

2
住居入居等

の支援

お部屋探し
サポート事

業
（住宅の空
き室情報提

供）

住宅に困窮する高齢者や
障害者等に対し、相談窓
口を設置して住宅の空き
室情報をご案内します。
また、お部屋探しサポー
トを利用して契約した方
には契約金及び家賃債務
保証に係る保証料の一部
等を助成します。（所得
制限あり・生活保護受給
世帯対象外）

申請件数
（件）

108 128

協力不動産店を追加し、相
談体制の拡充を行った。
協力不動産店での相談を促
し、相談体制の充実を図っ
た。
単身高齢者の入居機会拡大
を目的とした単身高齢者向
け補償サービス(安否確
認・死亡時の原状回復費用
等の補償）の初回登録料の
助成を実施。

住宅課

③住居を借りる時や入院時の身元保証等のあり方を検討します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
身元保証の
あり方の検

討

身元保証の
あり方の検

討

家族や身寄りのない方
が、住居を借りる時や病
院に入院する時の身元保
証等のあり方を検討しま
す。

取組状況
に記載

「江東区成年後見制度利用
促進基本計画（令和4年度
～令和7年度）」を策定。
任意後見制度の活用も含
め、身元保証等のあり方を
検討していく。

関係各課
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基本方針Ⅱ　誰もが大切にされる社会をつくる

施策6　災害時の福祉を向上させる

取組方針6-1　災害時要配慮者対策の推進

①災害協力隊の設立や活動の支援を推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
自主防災組
織の育成・

支援

民間防災組
織育成事業

「自分たちのまちは自分
たちで守る」という共助
の精神に基づき地域住民
が力を合わせ、区、消防
等の関係機関と協力しな
がら地域の安全を図るこ
とを目的とした自主防災
組織を「災害協力隊」と
命名し、その結成と活動
を支援しています。

設立数
（隊）

3 0

・各種講習会等の開催案内
・技能・資格取得費用助成
・活動助成金の交付
・被服や格納庫などの資機
材等の貸与
・令和６年度は非常用発電
機と蓄電池を配備

防災計画
課

②地域における防災教育を充実します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
防災訓練の

充実
危機管理
訓練事業

区民の防災意識の向上や
防災関係機関との協力体
制の確認を目的として、
毎年首都直下地震を想定
した総合防災訓練を実施
し、地域防災力の向上を
目指します。

開催回数
（回）

5 8

防災関係機関訓練を都立木
場公園で実施し約1,800名
が参加した。令和５年度か
ら地域訓練を避難所開設運
営訓練として実施してい
る。令和６年度は拠点避難
所となる小中学校等７校で
実施し各学校60名程度が参
加した。

防災計画
課

③災害時要配慮者に対する災害時の避難行動等の支援の充実を図ります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1

江東区避難
行動支援

プランの推
進

避難行動
支援事業

避難行動要支援者への支
援を適切かつ円滑に実施
するため、自助、共助を
基本とした情報伝達や避
難支援等の体制整備を図
り、地域の安心・安全体
制を構築します。

個別計画
作成済数
（人）

9,267 10,649

自主防災組織等へ避難行動
要支援者の個別避難計画調
査を依頼し、拠点避難所等
へ最新の避難行動要支援者
名簿および個別避難計画の
配備を行った。R6年度より
個別避難計画作成に福祉専
門職の参画を開始した。

★防災計
画課

福祉課
障害者施

策課
障害者支

援課

④災害時の福祉避難所等への災害時要配慮者の受入体制の充実を図ります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
災害時要配
慮者の受入
体制の検討

避難行動
支援事業

（避難行動
支援プラン
検討委員

会）

自宅や避難所での生活が
困難で、介護などのサー
ビスを必要とする高齢者
や障害者等の災害時要配
慮者を保護するため、福
祉避難所等での受入体制
を検討します。

取組状況
に記載

避難行動支援プラン検討会
(令和６年度から災害時要
配慮者対策検討会に改称）
を開催。次年度の取り組み
に向けて、国の動向や区の
現状と課題を共有した。

★防災計
画課

福祉課
長寿応援

課
障害者施

策課
障害者支

援課
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⑤区内の浸水想定区域内にある要配慮者利用施設の避難確保計画の作成を支援します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
各事業所の
避難確保計
画作成支援

防災会議
運営事業

（避難確保
計画）

水害が発生する恐れがあ
る場合に、施設利用者の
安全な避難確保を図るた
めに必要な事項を定めた
避難確保計画の作成を支
援します。

作成件数
（件）

674 688

対象の未策定施設に対して
策定を依頼。
新規提出施設に関しては添
削を行い、返送を行ってい
る。

防災計画
課

⑥介護事業所等の福祉施設における災害時の業務継続計画（BCP）の作成を支援します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

取組状況
に記載

「介護事業所等職員向け研
修」において、事業所の経
営層・管理者を対象に、
BCP策定に関する講座を全2
回実施した。
　また、BCP策定にあたり
参照すべき厚生労働省のひ
な形やガイドライン、国や
都等において実施している
作成支援講座の配信や講師
派遣等について情報提供を
行った。

介護保険
課

取組状況
に記載

集団指導にて、各障害福祉
サービス事業所等へ業務継
続計画（BCP）の作成のひ
な型等を案内し、作成を推
進している。

障害者
施策課

1
各事業所の
BCP作成支

援
BCP作成支援

感染症や自然災害が発生
した場合でも、介護サー
ビスを安定的・継続的に
提供するため、介護施
設・事業所における業務
継続計画（BCP）の作成
を支援します。
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基本方針Ⅱ　誰もが大切にされる社会をつくる

施策7　誰もが社会参加できる仕組みをつくる

取組方針7-1　誰もが活躍できる場づくり

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1

こうとう若
者・女性
しごとセン
ターにおけ
る就労支援
の充実

中小企業雇
用支援事業

区内中小企業の人材確保
支援を目的として、新卒
者等の若者及び再就職を
希望する女性を中心にカ
ウンセリングやセミナー
等を実施します。

就職
決定数
（人）

544 528

職業紹介やキャリアカウン
セリング、就職に向けたセ
ミナー、適職診断、内職相
談などを行った。

経済課

2

シルバー人
材センター
における就
労支援の充

実

シルバー
人材セン
ター

管理運営費
補助事業

健康で働く意欲のある高
齢者のために、地域社会
と連携を保ちながら、そ
の知識、経験及び希望に
沿った就業機会を確保し
ます。

就業者数
（人）

2,042 1,971

就業者数拡大のため、就業
日数の少ない会員や未就業
会員を対象に定期的な就業
相談会を実施した。また、
就業内容の理解促進のた
め、就業説明会を実施し
た。

長寿応援
課

3

障害者就労
・生活支援
センターに
おける就労
支援の充実

障害者就労
・生活支援
センター
運営事業

企業への就労支援、社会
生活を築くための定着・
生活支援を行います。

就職者数
（人）

78 97

ハローワーク及び就労先企
業等との連携を密にして就
労・定着支援を行ってい
る。

障害者
支援課

4

ひきこもり
等により就
労が困難な
若者の就労

支援

青少年
相談事業

（こうとう
ゆーすてっ

ぷ）

ひきこもりをはじめ、社
会生活に困難を抱える若
者に対し、社会生活を円
滑に営むことができるよ
う、自立・社会参加に向
けた就労相談・支援を行
います。

就職者数
（人）

4 19

精神保健福祉士等による個
別面談や電話相談を実施。
主訴に応じて就労支援機関
や医療機関等との連携や、
継続的な面談により相談者
の社会参加へのサポートを
行っている。

青少年課

5

障害者の就
労機会・社
会参加促進
のため分身
ロボットを

導入

障害者常設
販売コー

ナー庁内出
店事業

江東区役所2階の売店
「るーくる」に、パソコ
ン等で遠隔操作できる分
身ロボットを設置し、重
度障害者等が在宅で業務
を行うことができる環境
を整備します。

就職者数
（人）

4

こうとう区報や区ホーム
ページ等で広く応募者を募
るとともに、採用面接で応
募者に対し障害者就労・生
活支援センターをの定着支
援を案内するなどのサポー
トを行っている。

障害者支
援課

①高齢者や障害者等で意欲はあるが就労に結びつかない人、ひきこもり等により就労が困難な人の就労支援を推進します。

新
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②共働きやひとり親世帯の社会参加を促進するため、子育てや保育環境を充実します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
保育園の整

備
私立保育所
整備事業

保育待機児童ゼロを継続
するため、引き続き地域
ごとの保育需要に応じ、
適切な定員確保策を図り
ます。

保育待機
児童数
（人）

0 0

令和5年度は私立認可保育
所の新規開設や既存施設の
定員見直しなどにより、前
年度対比142人の認可定員
増を実施しました。
令和6年度には前年度対比
61人の定員増を図りまし
た。

保育
政策課

2
家事・育児
サポーター
を派遣

こうとう家
事・育児サ
ポート事業

3歳に達するまでのこど
もがいる世帯へ食事の支
度などの家事やこどもの
世話などの育児サポート
を行います。

延利用者
(人)

<多胎>
妊娠中：

21
0歳：176
1歳：140
2歳：71
<ひとり
親>

0歳：4
1歳：6
2歳：3

<多胎>
妊娠中：

9
0歳：179
1歳：155
2歳：104
<単胎児>
0歳：906
1歳：504
2歳：332

多胎児家庭訪問支援につい
て、令和5年度、令和6年度
ともに家事・育児サポート
支援を行った。
単胎児家庭訪問支援につい
ては、令和6年8月より、対
象をひとり親世帯から3歳
未満を養育してい全家庭に
拡大。多胎児家庭訪問支援
と同様、家事・育児のサ
ポートを行った。

こども家
庭支援課

211

令和６年１０月より私立保
育園４園にて実施開始。他
の乳幼児とともに過ごし遊
ぶ経験を通じてこどもの健
やかな成長を図るととも
に、家庭で子育てしている
保護者の方の孤立防止や育
児不安軽減等の子育て支援
を行った。連続する２～３
か月を実施期間として、０
歳（生後６か月以降）～２
歳児クラスの児童を週１回
もしくは２回の預かりを実
施した。

保育支援
課

171

令和６年７月より塩崎保育
園にて実施開始。他の幼児
とともに過ごし遊ぶ経験を
通じてこどもの健やかな成
長を図るとともに、家庭で
子育てしている保護者の方
の孤立防止や育児不安軽減
等の子育て支援を行った。
３か月を実施期間として、
０歳児または１歳児は週１
回もしくは２回、２歳児は
週１回の預かりを実施し
た。

保育政策
課

幼稚園の
延べ利用
人数5210

人

令和６年７月より区立幼稚
園２園、私立幼稚園９園に
て実施開始。他の幼児とと
もに過ごし遊ぶ経験を通じ
てこどもの健やかな成長を
図るとともに、家庭で子育
てしている保護者の方の孤
立防止や育児不安軽減等の
子育て支援を行った。通年
を実施期間として、２歳児
または３歳児は週１回もし
くは２回の預かりを実施し
た。

学務課

未就園児の
定期的な預
かり保育を

実施

保育所・幼
稚園等にお
ける未就園
児の定期的
な預かり事

業

保護者の就労の有無に関
わらず、未就園児を対象
に、保育園・幼稚園等を
活用した定期的な預かり
保育を実施します。

利用者
（人）

3

新
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③誰もが、その人の希望に応じた社会参加や地域で活躍できる環境づくりを推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1

ボランティ
アや生涯学
習・地域活
動等の社会
参加を促進
する仕組み
づくり

社会参加の
仕組みづく

り

ボランティアや生涯学
習・地域活動等の社会参
加を促進する仕組みづく
りを検討します。

取組状況
に記載

地域貢献活動を行うボラン
ティア団体や、区内で自主
的に社会教育活動をしてい
る団体の情報を提供し、区
民の社会参加・学習活動の
促進を図っている

関係各課
社会福祉
協議会

2
失語症者へ
意思疎通支
援者を派遣

障害者意思
疎通支援事

業

失語症が原因で、会話に
おける支援が必要な人の
日常生活や社会参加を支
援するため、買い物や通
院等の外出時に意思疎通
支援者を派遣し、発言や
内容理解の援助をしま
す。

団体派遣
件数、個
人派遣件

数

団体：6
個人：2

団体：17
個人：10

前年度に引き続き、団体主
催の会話サロン、個人の外
出時に意思疎通支援者を派
遣した。

障害者
施策課

3

視覚障害者
の自宅に代
筆・代読支
援者を派遣

障害者意思
疎通支援事

業

視覚障害により読み書き
が困難な方に対して、生
活に必要となる書類等の
代筆・代読を行う支援者
を利用者の自宅へ派遣
し、視覚障害者の生活支
援と社会参加を促進しま
す。

派遣件数 67

居宅介護または同行援護の
資格を有するヘルパーが在
籍する区内事業者に委託
し、令和6年10月より事業
を開始した。
令和6年度利用決定者数：
28人

障害者
施策課

4

医療的ケア
児等の支援
に向けてガ
イドブック
を作成する
とともに講
演会を実施

医療的ケア
児等支援事

業

医療的ケア児等が利用で
きる支援やサービスなど
の情報をまとめたガイド
ブックを作成し、不安・
負担の軽減を図ります。
また、ヘルパーなどの支
援者を対象とした講演会
を年2回行い、医療的ケ
ア児等を支援できるヘル
パー事業所等の拡充につ
なげます。

取組状況
に記載

令和5年度に作成したガイ
ドブックについて、引き続
き区施設や病院等へ配架し
ているほか、希望者へ配布
した。講演会については令
和6年度より実施なし。

障害者
支援課
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基本方針Ⅲ　地域福祉の基盤をつくる

施策8　情報の適切な活用を図る

取組方針8-1　わかりやすい情報の発信

①対象者に応じ、よりわかりやすい情報発信を推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

区報発行事
業

区の施策や各事業のお知
らせなど広範囲にわたる
記事を掲載し、全戸配布
するとともにユニバーサ
ルデザインフォントの採
用や写真、イラストなど
で分かりやすい掲載に努
め、点字版や声の広報を
制作し障害特性に配慮し
た情報提供を行います。

発行部数
（部）

R6.3.21
号発行部

数
321,500

部

R7.3.21
号発行部

数
322,500

部

区報全号において、点字版
や声の広報を制作した。区
報本文にはユニバーサルデ
ザインフォントを引き続き
使用した。

広報
広聴課

ホームペー
ジ運営事業

見やすく・分かりやすい
ホームページにすること
はもちろん、区の魅力が
十分に伝わる広報媒体を
目指し、デザインの工夫
やスマートフォン対応な
ど様々な取り組みを行い
ます。

総ページ
アクセス

件数
（件）

21,554,159 18,843,471

令和6年度はリニューアル
を行い、スマートフォンで
の見やすさを向上させるな
ど、さらに誰もが見やすく
分かりやすいページとなる
よう取り組んだ。また、多
言語翻訳機能は121言語に
対応し、利用者の端末の設
定言語に応じて自動的にそ
の言語に翻訳される仕様を
導入している。

広報
広聴課

2
SNS等を活
用した情報

提供

ソーシャル
メディア
活用事業

区政情報やイベント情
報、区の魅力などを公式
SNS（X（旧Twitter）、
LINEなど）で発信しま
す。

フォロ
ワー数
（X（旧
Twitter
））

15,021 16,475
各公式SNSの特徴を生かし
ながら、区政情報等を発信
した（年間約550投稿）。

広報
広聴課

3

地域の社会
資源情報を
掲載した

マップ等の
作成

地域の社会
資源マップ

地域の情報が簡単に入手
できるよう、地域の社会
資源を掲載したマップの
作成に関する検討を行い
ます。

取組状況
に記載

江東区マップを始め、各課
で業務に関連する地図を作
成・配布している。また、
情報化推進プランの下で統
合型GISの構築を検討して
いる。
※統合型GISとは
各部署で個別に作成してい
る電子地図を重ねて共有す
ること

福祉課

1

区報・HP等
各種媒体を
活用した
情報発信
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②必要な時に簡単に区の情報が入手できる仕組みづくりを推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
SNS等を活
用した情報

提供

8-1①№2再
掲

ソーシャル
メディア
活用事業

区政情報やイベント情
報、区の魅力などを公式
SNS（X（旧Twitter）、
LINEなど）で発信しま
す。

フォロ
ワー数
（X（旧
Twitter
））

15,021 16,475 8-1①№2へ記載
広報

広聴課

2
公共施設等
での情報提

供

区報発行事
業

公共施設や鉄道駅にこう
とう区報を配架すること
等により、身近な場所で
区の情報を入手できるよ
うにします。

配架
箇所数

（箇所）

駅37か所
42基、都
施設等12

か所

駅37か所
41基、都
施設等12

か所

区報全号を区内鉄道各駅、
区内公共施設などに配架し
た。

広報
広聴課

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
各情報媒体
のバリアフ

リー化

8-1①№1再
掲

区報発行事
業

区の施策や各事業のお知
らせなど広範囲にわたる
記事を掲載し、全戸配布
するとともにユニバーサ
ルデザインフォントの採
用や写真、イラストなど
で分かりやすい掲載に努
め、点字版や声の広報を
制作し障害特性に配慮し
た情報提供を行います。

発行部数
（部）

R6.3.21
号発行部

数
321,500

部

R7.3.21
号発行部

数
322,500

部

8-1①№1へ記載
広報

広聴課

2

多言語版
パンフレッ
トの作成・

配布

多言語版
パンフレッ

ト作成

区内に住む外国人に対し
て、わかりやすい情報提
供を行うため、区の発行
するパンフレットを多言
語化します。

取組状況
に記載

令和5年3月に「江東区多文
化共生推進基本指針」を策
定。各所管課の役割として
「外国籍区民が理解しやす
い案内や書類の作成、外国
籍区民に向けた施策の検
討」を明記。

関係各課

取組方針8-2　関係者間での情報の共有

①支援を円滑に行うため、支援関係者間で要支援者情報を共有する仕組みをつくります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1

情報共有の
仕組みや

あり方の検
討

関係者間
による

情報共有

支援関係者が円滑な支援
を行うため、関係者間に
よる要支援者情報の共有
に関する仕組みやあり方
を検討します。

取組状況
に記載

既存の枠組みを活用しつ
つ、新たに権利擁護セン
ターの機能を強化して、支
援対象者に対して地域一体
で取り組む「地域連携ネッ
トワーク」の構築に努めて
いく。

福祉課

③高齢者や障害者、外国人等の情報弱者に対するわかりやすい情報提供や障害特性に配慮した情報提供手段の充実等、情報
リテラシーの向上と情報保障を推進します。
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②情報共有のあり方の検討を踏まえ、支援団体等との連携を推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1

地域の
支援団体等
との情報共
有の仕組み

の検討

支援団体と
の情報共有

情報共有の仕組みやあり
方の検討を踏まえ、支援
団体等の情報及能仕組み
についても検討します

取組状況
に記載

個人情報の保護に配慮しな
がら各課で行っている情報
共有の仕組みを継続し、よ
り効果的なあり方を検討し
ていく。

★福祉課
関係各課

取組方針8-3　福祉分野におけるICT等の活用

①福祉行政におけるICT等の活用について、庁内において研究・検討を進めます。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1

人工知能
（AI）や

ロボット等
の活用に関
する研究

人工知能
（AI）や

ロボット等
の

活用に関す
る研究

少子高齢化が進み、担い
手不足や福祉ニーズの高
まりを見据え、人工知能
（AI）やロボット等の先
端技術の活用に関する検
討を行います。

取組状況
に記載

令和2年度～令和4年度まで
区独自の介護ロボット導入
支援事業を実施。今後は、
国による「障害福祉分野に
おけるロボット等導入支
援」や報酬改定の動向を注
視しつつ先端技術の活用方
法を検討していく。

関係各課

2

申請手続き
等のオンラ
イン化によ
る利便性向

上

電子自治体
構築事業

電子計算事
務

オンラインでできる行政
手続きのメニューを増や
し、区民サービスの向上
を図ります。

福祉分野
における
電子申請
導入手続

き数
（件）

196 401

知識や技術を持たない職員
でもフォーム作成が可能な
SaaS型クラウドサービスを
令和5年度に導入し、オン
ライン申請が可能な手続き
数を拡充。引き続き、手続
のデジタル化を円滑かつ確
実に実施していく。

★ＤＸ推
進課

関係各課
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基本方針Ⅲ　地域福祉の基盤をつくる

施策9　福祉の質を向上させる

取組方針9-1　福祉人材の確保・育成

①福祉の相談業務に従事する区職員の対応能力の向上を図ります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

職員研修事
業

多様化する行政ニーズに
対応するため、業務遂行
上必要な知識、技能を習
得させ、時代に即応した
職員の育成を目指しま
す。

福祉研修
参加人数
（人）

53 21

職層研修の一部に福祉施設
体験研修を取り入れてい
る。また、希望者には外部
が主催する専門的な研修へ
の参加機会を設けている。

職員課

福祉職の採
用

福祉の質を向上し、多様
化する行政ニーズに対応
するため福祉職を採用・
配置します。

福祉職
採用者数
（人）

14 29

採用パンフレットに福祉職
向けのページを掲載。福祉
職向けの下町4区合同採用
説明会を開催予定等、福祉
人材の確保に取り組んでい
る。

職員課

②福祉事業者に対する福祉人材確保・育成の支援を推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
福祉のしご
と相談・面

接会

介護従事者
確保支援事

業

介護人材の確保・育成の
ため、「福祉のしごと相
談・面接会」「介護事業
所等職員向け研修」「介
護職員初任者研修受講費
助成」「介護福祉士実務
者研修受講費助成」「外
国人介護従事者向け介護
の日本語教室」等の事業
を実施します。

相談・
面接会

開催回数
（回）

2 2

「福祉のしごと相談・面接
会」は2回開催し、延105名
が参加。「介護事業者等職
員向け研修」はオンライン
開催により全15回実施し、
延419名が参加した。

地域ケア
推進課

2

保育園就職
フェア等に
よる民間事
業者への各

種支援

保育従事者
確保支援事

業
（保育園就
職フェア）

保育の仕事に関心のある
方や、保育園に就職しよ
うと考えている方を対象
に、保育に関するセミ
ナーのほか区内の保育事
業者との就職相談会を実
施します。

開催回数
（回）

2 2

ティアラこうとうで、保育
に関するセミナーを実施
し、区内の保育事業者20法
人との就職相談会を実施し
た。

保育支援
課

1
区職員の育
成・専門職

の配置
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③不足する福祉サービス事業所の確保に努めます。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1

福祉サービ
ス事業所の
確保策の検

討

福祉サービ
ス事業所の

確保

必要な施設が不足してい
る地域があるため、福祉
サービス事業所の確保策
を検討します。

取組状況
に記載

活用可能な区有地や都有地
等の情報を収集し、事業者
への適切な情報提供に努め
ていく。

関係各課

④区と社会福祉協議会において、分野横断的にボランティアを確保、育成、コーディネートする仕組みをつくります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1

庁内におけ
るボラン
ティア

確保・育成
の仕組み

ボランティ
ア確保・育

成

庁内におけるボランティ
アの確保、育成等の仕組
みを検討します。

取組状況
に記載

文化財ガイドや本の読み聞
かせ等、関係各課において
ボランティアの募集を行っ
ている。また、事業内容に
応じて養成講座等を開催し
てボランティアの育成に努
めている。

関係各課

2

ボランティ
ア・セン

ターの機能
向上

ボランティ
アセンター
運営費助成

事業

地域住民が主体的にボラ
ンティア活動に参加し、
ボランティアの持つ力を
組織や地域の中で十分発
揮できるよう支援し、活
動をしたい方と必要とし
ている側とのマッチング
機能を強化します。

マッチン
グ率

（％）
63% 61%

SNSを利用してのボラン
ティア募集の強化を図っ
た。また、ボランティアの
参加申し込みについて、従
来の電話・窓口だけでな
く、社協ホームページから
Googleフォームを使って行
えるよう工夫を図ってい
る。

社会福祉
協議会

⑤民生・児童委員の充足率の向上を図ります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
新たな推薦
者・推薦方
法の検討

民生委員
推薦会

運営事業

地域の身近な相談相手で
ある民生・児童委員の新
たな推薦方法等を検討
し、充足率の向上を図り
ます。

現員数
（人）

269 270

欠員区域の町会・自治会等
に対し、直接候補者の推薦
を依頼するほか、こどもま
つり等の区のイベントにお
ける広報活動や各地区民児
協独自の広報活動、区報等
への掲載などにより、充足
率の向上を図っている。

福祉課
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取組方針9-2　サービスの質の向上

①福祉事業者のサービスの質の向上に対する支援を推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

受審
施設数
（件）

24 30

令和4年度は認知症高齢者
グループホーム20･公設民
営高齢者通所介護施設1･介
護専用型ケアハウス1施設
令和5年度は認知症高齢者
グループホーム20･小規模
多機能型居宅介護施設2･特
別養護老人ホーム1･介護専
用型ケアハウス1施設へ受
審費用を補助

介護保険
課

受審
施設数
（件）

19 16

公設民営障害者通所施設4
件
公設民営障害児通所施設1
件
民設民営障害者通所支援施
設8件
民設民営障害児通所支援施
設3件

障害者
施策課

受審
施設数
（件）

0 3

運営4年目の指定管理児童
館の法人に対して財務診断
や事業内容の評価を行って
いる。

こども家
庭支援課

受審
施設数
（件）

1 5

運営4年目の子ども家庭支
援センターの法人に対して
財務診断や事業内容の評価
を行っている。

養育支援
課

受審
施設数
（件）

43 64

令和5年度は、公設公営保
育園8・公設民営保育園5・
民設民営保育園26・認定こ
ども園1・認証保育所3施設
に、令和6年度は公設公営
保育園9・公設民営保育園
7・民設民営保育園38・認
定こども園2・認証保育所8
施設に受審費用を補助

保育支援
課

保育政策
課

1
福祉サービ
ス第三者評
価の推進

福祉サービ
ス第三者評

価
事業

事業者が運営する施設に
対し、東京都における福
祉サービス第三者評価の
受審費用を補助すること
で、サービスの質の向上
に対する支援を推進しま
す。
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②福祉事業者に対する指導検査の充実を図ります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

実施件数
（件）

80 72

毎月5～6件程度運営指導を
実施し、各介護事業所が運
営基準、介護報酬算定基準
を遵守した適正な運営を
行っているか、書類等を確
認することで、サービスの
質の確保と保険給付の適正
化に務めている。

介護保険
課

実施件数
（件）

48 83

各障害福祉サービス事業所
等に対し、利用者保護及び
利用者の視点に立った障害
福祉サービス等の提供並び
に質の向上、利用者の人権
の擁護、虐待の防止等のた
めの体制整備を図ることを
目的として指導検査を実施
し、適正な事業運営及び自
立支援給付の適正化を図っ
ている。

障害者
施策課

実施件数
（件）

6 7

毎年度指定管理児童館の運
営法人に対して財務診断や
事業内容の評価を行ってい
る。

こども家
庭支援課

実施件数
（件）

8 8

毎年度子ども家庭支援セン
ターの運営法人に対して財
務診断や事業内容の評価を
行っている。

養育支援
課

実施件数
（件）

246 247

認可保育園、小規模保育事
業所、認証保育所、無償化
対象の認可外保育施設を対
象とし、全対象施設につい
て毎年度実地検査を実施し
ている。

保育支援
課

1
指導検査体
制の充実

介護費用
適正化事業

他

法令等に基づいて事業運
営やサービスの提供が適
切に行われているか等を
確認するため、指導検査
を実施し必要に応じて改
善指導及び助言を行いま
す。
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取組方針9-3　積極的な支援の実施

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1

伴走型支援
やアウト
リーチ型

（訪問型）
支援等の検

討

伴走型支援
やアウト
リーチ型

（訪問型）
支援

困難を抱える人等が必要
な時に適切に相談を受け
られ、早期発見、対応が
できるように支援の体制
を検討します。

取組状況
に記載

地域福祉コーディネーター
の活動拠点となる、サテラ
イト城東北部と城東南部を
開設。今後は他地域への開
設を目指していく。

★福祉課
関係各課

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1

スクール
ソーシャル
ワーカーの

活用

スクール
ソーシャル
ワーカー
活用事業

いじめや不登校等の問題
に対して、児童・生徒に
寄り添い、家庭の生活状
況を把握し、福祉的な観
点からの支援を行うため
に、スクールソーシャル
ワーカーが巡回訪問し、
学校・関係機関・地域社
会と連携しながら問題解
決を支援します。

年間
対応件数
（件）

6,428 7,867

令和5年度よりスクール
ソーシャルワーカーの配置
人数を5名から10名に拡充
し、支援方法を派遣申請型
から、学校巡回型に変更し
た。
巡回訪問を実施し、学校
（園）や家庭で様々な困り
ごとを抱えているこども、
家族を早期発見し、制度や
サービス、環境面から支援
した。

教育
支援課

②問題を抱える幼児・児童・生徒へのきめ細かな対応を行うため、スクールソーシャルワーカーを学校等に派遣し、積極的
な支援を推進します。

①不安や悩み、困難を抱えている人とその周囲の人たちが、必要な時に適切に相談を受けられ、早期発見、早期対応ができ
るように、相談支援体制の強化を図ります。
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基本方針Ⅲ　地域福祉の基盤をつくる

施策10　啓発活動を推進する

取組方針10-1　共生社会への意識向上

①地域住民や区職員等に対する人権・多様性・合理的配慮への理解促進、共生社会への意識向上を図ります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

LGBT等に
関する

普及啓発

LGBT等に関する情報提供
や学習機会を通じ、セク
シュアリティについての
理解を促進し、差別や偏
見を解消します。

講座参加
人数

（人）
20 20

男女共同参画学習事業にお
いて、区民および区内中小
企業を対象にLGBT等理解促
進講座を開催した。
また、7/3～7/9に江東区役
所、8/1～8/7江東区総合区
民センターにおいて「LGBT
等理解・啓発パネル展」を
開催した。

人権推進
課

2
職員への

研修・啓発
職員研修事

業

すべての職員に求められ
る能力・態度である倫理
として、常に人権尊重の
感覚を磨き、それを職務
に活かしていくため、全
職員を対象に人権研修を
実施します。

参加人数
（人）

288 292
全職員を対象に人権研修を
実施している。

職員課

1
人権・LGBT
等に関する
普及啓発

人権に関す
る普及啓発

人権尊重の理念を広く社
会に定着させるため、人
権週間における講演会等
を開催し、地域住民の意
識向上を図ります。

参加人数
（人）

371 305

令和6年度取組状況
※左記の参加人数は①のみ
①人権週間行事「守ろう人
権　講演とメッセージのつ
どい」豊洲文化センター
ホール
人権作文代表1作品の表彰
と発表、こどもたちによる
人権メッセージの発表、講
演
②人権啓発パネル展
8/21～8/27　砂町文化セン
ター
12/4～12/16　豊洲文化セ
ンター
③北朝鮮当局による拉致問
題パネル展
上記②人権啓発パネル展と
同時開催
④デジタルサイネージで拉
致問題啓発アニメ「めぐ
み」上映
12/10～12/16（1日2回)
豊洲シビックセンター3階
エレベーターホール

人権推進
課
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№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
学校等に

おける教育
人権教育

人権教育や道徳教育等の
推進を通じて、自分の大
切さとともに他の人の大
切さを認める優しい心、
多様性を認め合える心の
育成につなげていきま
す。

取組状況
に記載

「人権教育プログラム」を
活用した授業の実施や人権
尊重教育推進校の指定、人
権教育研修会等を通して、
人権教育を推進した。

指導室

2 人権啓発

10-1①№1再
掲

人権に関す
る普及啓発

人権尊重の理念を広く社
会に定着させるため、人
権週間における講演会等
を開催し、地域住民の意
識向上を図ります。

参加人数
（人）

371 305 10-1①№1へ記載
人権

推進課

3 生涯学習
人権学習事

業

すべての人の人権が尊重
される社会を実現するた
め、人権に関する学習講
座を開催します。

開催回数
（回）

6 5

令和6年度取組状況
【集合形式】
①自然災害と人権～支援が
必要な人たちにどう寄り添
うか～
②様々な人権～社会復帰後
の偏見・差別をなくすため
に～
③やさしく学ぶ人権～気づ
きにくい偏見・差別“マイ
クロアグレッション”って

 なんだろう～
【オンライン講座(動画配
信)】
④ハンセン病問題を知って
いますか（R6.11/11～
R7.11/10）
⑤インターネットの誹謗中
傷を乗り越えて（R7.3/21
～R8.3/19）

人権推進
課

4
区立中学校
への出前講

座
出前講座

LGBT等に関する情報提供
や学習機会を通じ、セク
シュアリティについての
理解を促進し、差別や偏
見を解消します。

実施回数
（回）

2 5

男女共同参画学習事業にお
いて、区立中学校・義務教
育学校の生徒または教職員
を対象に出前授業を開催。

人権推進
課

5
ボランティ
ア福祉体験

学習

児童・生徒
のボラン
ティア

福祉体験学
習

区内小・中・高校におい
て、福祉・災害関係等の
ボランティア活動をして
いる方々の体験談や高齢
者・障害者擬似体験等の
学習機会を設け、他者の
気持ちを理解し、相手を
思いやる心、互助の気持
ちとボランティア意識を
育みます。

参加人数
（人）

1,462 2,154

福祉体験学習では、実際の
活動者や障害者等の当事者
の話をうかがうため、福祉
教育に高い効果があり、各
学校へ学習内容に関する
リーフレットを送付するな
ど周知の強化に努め、前年
度を上回る参加者数となっ
た。

社会福祉
協議会

②学校等における、人権教育や福祉教育の充実を図るとともに、生涯学習等を通じた共生社会に関する理解を促進します。
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№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R5実績 R6実績 取組状況 担当課

1
各種啓発事

業

姉妹都市・
区内在住外
国人交流事

業

地域社会での国際理解・
国際交流の推進のため、
国籍・文化・言葉を超え
た共生、ふれあいの場と
して、国際交流のつどい
を実施します

参加人数
（人）

1,100 1,000

やさしい日本語コーナー、
世界の食卓、世界のステー
ジ、着付体験、エンジョイ
ゾーン、日本文化体験コー
ナー（お点前・お香作り）
等を実施。

地域
振興課

2
多文化共

生・国際交
流の検討

多文化共
生・国際化

推進
事業

地域住民と区内在住外国
人との交流の機会を創出
し、多様な国籍や文化を
持つ人々がお互いの違い
を理解し、協力し合い、
地域社会の一員として暮
らしていける多文化共生
による地域づくりを推進
します。

取組状況
に記載

令和4年度に「多文化共生
推進基本指針」を策定し、
公開した。職員向けやさし
い日本語研修をはじめ、令
和6年度は「外国人向け日
常生活に関する動画」の作
成、「日常生活で使える日
本語教室」を開催。

地域
振興課

③多文化共生・国際化推進のあり方について、現状把握と分析等を踏まえ検討し、外国人住民とその地域に暮らす日本人が
互いの違いを認めあい、相互に協力しあうことで地域の一員として生活していくことができるまちづくりを推進します。
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